
法人の沿革 

年 岐阜県社協の動き 

昭和２６年 社団法人岐阜県社会福祉協議会設立 

昭和２９年 ４月２１日 社会福祉法人岐阜県社会福祉協議会として設立 

昭和３１年 世帯更生資金貸付事業開始 

（平成２年１０月「生活福祉資金」に名称変更） 

昭和３３年 機関紙「濃尾の福祉」創刊、第３種郵便物認可 

（昭和４１年９月第９７号から「福祉だよりぎふ」に改題） 

昭和４０年 保育部会と岐阜県保母会を一本化した岐阜県保育研究協議会が発足し独立 

昭和６１年 内部組織であった岐阜県民生委員児童委員協議会が独立 

昭和６２年 岐阜県ボランティア活動振興基金の創設   

リフトバス「ながら号」の受託運行の管理 

平成 ５年 福祉人材確保対策を推進するため、岐阜県福祉人材センターを受託運営 

平成 ７年 中期基盤強化計画「岐阜県社協ＷＩＮＣプラン」を策定 

平成 ８年 岐阜県授産事業振興センターの設置運営（平成１９年４月「セルプ支援センター」に改称） 

社会福祉施設経営指導事業の開始 

平成 ９年 岐阜県福祉研修センターの設置運営 

平成１１年 地域福祉権利擁護事業の開始（平成１９年４月「日常生活自立支援事業」に改称） 

平成１２年 岐阜県運営適正化委員会を設置 

平成１３年 岐阜県老人福祉施設協議会事務局の受託 

（令和４年４月、一般社団法人岐阜県老人福祉施設協議会として独立） 

平成１５年 生活福祉資金「長期生活支援資金」の開始 

（平成１５年６月～、平成２１年１０月「不動産担保型生活資金」に改称） 

平成１７年 福祉サービス第三者評価事業の開始 

平成１８年 「介護サービス情報の公表」制度にかかる指定情報公表センターの設置 

平成１９年 生活福祉資金「要保護世帯向け長期生活支援資金」の開始 

（平成１９年８月～、平成２１年１０月「要保護世帯向け不動産担保型生活資金」に改称） 

平成２１年 福祉人材センター・福祉研修センター統合による岐阜県福祉人材総合対策センターの設置 

総合支援資金の創設など生活福祉資金の抜本的見直し（平成２１年１０月） 

介護福祉士等修学資金貸付事業の開始 

平成２３年 「岐阜県社協第４次ＷＩＮＣプラン」策定 

平成２４年 介護支援専門員実務研修受講試験の実施 

平成２５年 公募による 岐阜県「社協マスコットキャラクター」“ともにん”誕生 

平成２７年 県内町村部における生活困窮者自立相談支援事業実施のため生活支援・相談センターを設置 

平成２８年 成年後見・福祉サービス利用支援センターの設置 

保育士修学資金等貸付事業、ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業、 

児童養護施設退所者等に対する自立支援資金貸付事業の開始 

「岐阜県社協第５次ＷＩＮＣプラン」策定 

平成３０年 ぎふ社会福祉法人地域公益実践推進事業〔結プロジェクト〕の実施 

令和２年 新型コロナウイルス感染症の発生による休業や失業等により、一時的又は継続的に収入が減少



した世帯を対象とした、「生活福祉資金貸付制度における緊急小口資金等の特例貸付」の 

実施（令和４年９月、申請受付終了） 

令和３年 「岐阜県社協第６次ＷＩＮＣプラン」策定 

令和４年 子どもの居場所応援センターの設置・運営 

 

 


